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総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  319,745  319,745  57,402  30,360  4,712  -  7,829  219,442  - 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2 万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
定額減税補足給付金（不足
額給付）給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  35,072  35,072  -  30,360  4,712  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1,178世帯×30千
円、子ども加算　41人×20千円、、定額減税を補足する給
付（うち不足額給付）の対象者　1,863人　(36,080千円）　　
のうちR7計画分
事務費　4,712千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,178世帯）、定額減
税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（1,863
人）

－ ○ － R7.7 R8.3
対象世帯に対して令和7年8月までに支
給を開始する

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ R7補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（ 市区町村のみ記載）
5 R 7 _補正 推奨事業 ○ ○ ○

生活応援商品券給付事業
（R7補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別

加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 144,399  144,399  144,399  4,599 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
住民に対して支援することで、生活を維持する。
②商品券給付に係る費用と事務費
③（1）時間外手当：170千円
　（2）商品券（１人：1,000円×12枚綴）：11,650人×12千円
＝139,800千円
　（3）消耗品費：50千円
　（4）印刷製本費：15千円
　（5）通信運搬費：4,900世帯×390円×1. 1＝2,103千円
　　　（再通知）300世帯×110円＝33千円
　（6）委託料：１．封入封緘作業　4,900世帯×170円×1.1
＝916千円
　　　　　　　　２．発行事務作業　50千円×８か月×1.1＝440
千円
　　　　　　　　３．発行費　11,650冊×68円×1.1＝872千円
④全住民（外国人含む）

－ － － R8.1 R8.4以降 R8.4以降

全世帯に対して令和８年４月上旬までに
配布する。
（商品券利用期間：令和８年４月１日～令
和８年８月31日）

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

対象分野に関連
しない

商品券に使用期限を設け、利用可能店舗から
実績を報告させ商品券等の使用実績を把握す
る。

ホームページ

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調整の
ために不測の日数を要し、計画を再検討し
た結果、交付対象事業の完了が令和９年３
月下旬となるため

R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合
は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列
で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以
降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対策給付金事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 2,590  2,590  2,590 

①送迎車両のガソリン代高騰の影響を受けている施設に
対して支援することで、負担を軽減する。
②補助を行うための財源と事務費
③(1)時間外手当：70千円
　 (2)補助金：１．通所系事業所分　30台×4千円×12月＝
1,440千円
　　　　　　　　 ２．入所・訪問系事業所分　30台×3千円×12
月＝1,080千円
  ※積算根拠※
　【平均走行距離】通所：約100㎞/日　入所訪問：約60㎞/
日
　【ガソリン燃費】10㎞/ℓ　　【稼働日数】24日/月
　【ガソリン使用量】通所：10ℓ/日　入所訪問：6ℓ/日
　【ガソリン単価】172円（R7.3月）…高騰前（R3.4月：135円）
との差額37円
　　→通　　　所：37円×10ℓ×24日=8,880円　…1/2補助　
約4,000円
　　→入所訪問：37円×　6ℓ×24日=5,328円　…1/2補助　
約3,000円
④町内福祉施設、医療機関

－ － － R7.7 R8.3
福祉施設への周知を行い、令和７年１２
月までに支給を完了する

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない
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7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
生活応援商品券給付事業
（R6補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 54,812  54,812  54,812 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
住民に対して支援することで、生活を維持する。
②商品券給付に係る費用と事務費（R6補正とR7予備費で
分割して計上）
③(1)時間外手当：150千円
　（2）商品券（1人：1,000円券×5枚綴）：11,800人×5千円
＝59,000千円
　　　うちR6補正分　51,171千円　　　
　 (3)消耗品：50千円
　 (4)通信運搬費：4,950世帯×390円×1.1＝2,124千円
　　　　　　　　　　　 （再通知）250世帯×110円＝28千円
　 (5)委託料：１．封入封緘作業　4,950世帯×100円×1.1＝
545千円
　　　　　　　　 ２．発行事務作業　50千円×6か月×1.1＝330
千円
　　　　　　　　 ３．発行費　11,800冊×46.8円×1.1＝607千円
④全住民（外国人含む）

－ － － R7.4 R8.3

全世帯に対して令和7年7月中旬までに
配布する。
（商品券利用期間：令和7年7月15日～
令和7年12月14日）

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券等に使用期限を設け、利用可能店舗か
ら実績を報告させ商品券等の使用実績を把握
する。
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8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
生活応援商品券給付事業
（R7予備費分）

米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 7,829  7,829  7,829 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
住民に対して支援することで、生活を維持する。
②商品券給付に係る費用と事務費（R6補正とR7予備費で
分割して計上）
③商品券（1人：1,000円券×5枚綴）：11,800人×5千円＝
59,000千円
　うちR7予備費分　7,829千円

－ － － R7.4 R7.8

全世帯に対して令和7年7月中旬までに
配布する。
（商品券利用期間：令和7年7月15日～
令和7年12月14日）

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券等に使用期限を設け、利用可能店舗か
ら実績を報告させ商品券等の使用実績を把握
する。
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9 R 7 _補正 推奨事業 ○ ○ ○
ふるさと振興事業（プレミア
ム商品券）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別
加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 59,420  59,420  59,420  9,420 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
住民に対して支援することで、生活を維持する。
②プレミアム商品券発行に係る費用と事務費
③（1）プレミアム商品券（１冊につき2,000円上乗せ）：2,000
円×25,000冊＝50,000千円
　（2）印刷製本費：1,267千円
　（3）委託料：１．発行等業務　2,653千円
　　　　　　　　 ２．販売業務　5,500千円
④全住民（外国人含む）

－ － － R8.1 R8.4以降 R8.4以降

全町民に対して、令和8年9月中に1人2
冊まで商品券購入のための引換券（ハ
ガキを予定）を配布し、10月から委託販
売予定。
（商品券利用期間：令和8年10月販売日
～令和9年2月末）
令和8年10～11月の2か月で販売し、
残った場合、12月の土日（一週のみ）で
再販売する。この場合、3冊目でも購入
可とする。
12月の再販時に完売予定。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

商品券等に使用期限を設け、利用可能店舗か
ら実績を報告させ商品券等の使用実績を把握
する。

ホームページ

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調整の
ために不測の日数を要し、計画を再検討し
た結果、交付対象事業の完了が令和９年３
月下旬となるため
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10 R 7 _補正 推奨事業 ○ ○ ○
ふるさと振興事業（ポイ ント
10倍キャンペーン）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 15,180  15,180  15,180  180 

①ポイ ント10倍キャンペーンを実施し消費者還元率を上
げることで、物価高騰の影響を受けている生活者を支援
するもの。
②ポイ ントキャンペーンを実施するための町ポイ ント
カ ード会への負担金
③ポイ ント原資の補助及び広告等の印刷製本費
　（1）ポイ ント原資：15,000千円
　（2）広告等の印刷製本費：180千円
④ポイ ントカ ード会

－ － － R8.1 R8.2 R8.4以降

キャンペーン期間の令和8年2月中（１か
月間）、町内加盟店で貯められる地域ポ
イ ントカ ードの還元率を10倍にすること
で、普段の1/10の購入金額でお買い物
券（1年間有効）を取得することができ、
さらなる消費者支援につなげる。
売り上げ目標：100,000千円
参考：令和4年度10倍キャンペーン実績　
約100,000千円

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

本事業は、ポイ ント加盟店で使用された「お買い
物券」の使用実績をシステム管理した上で、その
相当額を補助対象経費とするスキームとしてお
り、使用実績に応じた精算払を前提としているこ
とから、未換金（未使用）分の返還は発生しな
い。

ホームページ

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調整の
ために不測の日数を要し、計画を再検討し
た結果、交付対象事業の完了が令和８年４
月下旬となるため

R7補正（地）

11 R 7 _補正 推奨事業 ○ ○ ○
水道事業会計繰出（水道料
金無償化・町独自補助分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 443  443  443 

①物価高騰等の影響を受けている生活者や事業者の負
担軽減を図るため、水道料金の無償化を行う。（県が実施
する水道料金の基本料金免除の対象とならない生活者や
事業者の基本料金を無償化する）
②水道事業会計への繰出金（水道料金減免額相当額）
③水道基本料金　水道基本料金の２か月分　2,116円/月
×２か月×99件（口径25㎜以上）＋11,792円/月×２か月
×1件（公衆浴場）＝443千円
④①の県が実施する料金免除の対象外となった水道利用
者のうち口径25㎜以上（公共施設は除く）の利用者

－ － － R8.1 R8.3 R8.3
水道利用者に対し2か月分の基本料金
を無償化

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない
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令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

（単位：千円）

都道府県区分 【17_石川県】 電話番号 0767-29-8220
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                  7,829 

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）                                                        7,829 

地方公共団体名（コード有り） 17386_石川県宝達志水町 メールアドレス zaisei@town.hodatsushimizu.lg.jp
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

令和７年度既配分額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
                       - 

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額（R7予備費分）                                                        7,829 

都道府県・市町村コード（５桁） 17386
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

担当部局課名 財政課
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費                                        57,402 
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）                                                     177,345 

担当者氏名
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費                                        30,360 
国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                      43,798 

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費                                          4,712 

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）                                                     177,345 

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費                                               - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                       - 

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）

給付費　交付限度額②　（今回追加分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費                                          7,829 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
               177,345 小計　交付限度額②

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

国のR 7 補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費                                       219,442 

今回配分予定額
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
 （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 43,798 

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知                                               - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

※記載は不要

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                  7,829 

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥                                                     177,345 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

小計　配分予定額計
（R7予備費分）                   7,829 

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥                                                             - 

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）                                                             - 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
               177,345 

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）                177,345 

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                 43,798 
国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

小計　交付限度額④
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知                                                             - 

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

小計　交付限度額（R6経済対策分）

配分予定額計                                         266,582 移替先  交付限度額計                                                     267,569 

Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額　

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

                                               - 

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

小計　交付限度額③                                 5,699 

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④に
も関連する場合は、M～O列に追加で選択してくださ

い。

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金 事業始期

支援開始時期

※可変部分
※この他は変
えられませ
ん。

事業終期

※可変部分
※この他は変
えられませ
ん。

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

国の重点支援地方交付金が活用されている旨
の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ 【R7補正のみ】

備考2
「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載

備考4
実施状況の公表等について
（HP、広報紙など）

備考5
(事業の終期が令和8年3月を超えること

が見込まれる場合、その事情)

※可変部分
※この他は変えられません。

自治体での予算区分
自治体利用
欄

自治体利用
欄

自治体利用
欄

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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■実施状況 ＜令和８年３月時点＞

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

交付限度額 1億 7735 万円

うち令和７年度 交付決定額 1億 7735 万円（100%）

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%）

残額 0円（0%）

生活者支援

◆生活応援商品券給付事業 事業費：1億 4,440 万円 ※食料品特別加算を活用

食料等の購入のための地域商品券（使用期限：令和８年９月まで）を町民１人あたり１万２千円分発行する。

◆ふるさと振興事業（プレミアム商品券） 事業費：5,942 万円

食料等の購入のためのプレミアム商品券を購入希望の町民向けに発行する。（プレミアム商品券は１冊につき２千円上乗せ）

◆ふるさと振興事業（ポイント 10 倍キャンペーン） 事業費：1,518 万円

地域カード加盟店にて買い物すると付与されるポイントについて、消費者還元率を通常の１０倍に上げ、生活者を支援する。通常は、税抜き１００円ご

とに１ポイント進呈され（店舗により価格は異なる）、累計５００ポイントで５００円のお買物券が発行され加盟店で利用できる。

◆水道事業会計繰出（水道料金無償化・町独自補助分） 事業費：44 万円

県が実施する水道基本料金免除の対象とならない生活者や事業者（口径２５ｍｍ以上）の基本料金を令和８年１、２月の２か月分無償化する。

令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について

石川県宝達志水町
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